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所 在 地 高石市綾園４丁目２２３番地の６４

建 物 諸 元 建築面積 ３，２１２．８５㎡

延床面積 ４，１１０．９６㎡（市施設分）

地下１階、地上７階（１・２階障がい者ふれあいプラザ、２階・

一部３階ふれあい健康増進センター、３～７階大阪府住宅

供給公社分譲住宅４７戸　鉄骨鉄筋コンクリート造、一部

鉄筋コンクリート造）

ふれあい健康増進センター 面 積 ２，１４７．９７㎡

プール、コーチ室兼事務室、男女ロッカー室、男女シャワー

室、トイレ（ロビー、プール）、ギャラリー、トレーニング室、機

械室、

ジム、フィットネススタジオ、トイレ、機械室

障がい者ふれあいプラザ 面 積 １，９６２．９９㎡

日常生活訓練室、社会適応訓練室、作業指導室、調理室、

医療相談室、録音室、作業所（２団体５室）、作業所相談室

（２室）、トイレ（男女各１、障がい者用２）、管理人室、機械室

事務室、実習室、料理実習室、音楽室、小会議室、資料室、

談話室、倉庫、相談室、作業所（１団体１室）、タイムケア室、

トイレ（男女各１、障がい者用２）、機械室

自 転 車 置 場 収容台数 約１００台

２階　　　　　　　　
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高石市立ふれあいゾーン複合センター概要
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市が朝日放送株式会社から賃借している隣接地 
資料３ 



資料　４

　指定管理業務

　① ふれあい健康増進センターの運営業務

７Ｆ 　　・ 市民の健康増進に係る助言・指導・講習

　　・ 市民の健康増進に係る自主事業

６Ｆ 大阪府住宅供給公社分譲住宅 　② ふれあいゾーン複合センター施設の維持・管理

３Ｆ～７Ｆ（住宅４７戸） 　　・複合センター（１・２階・一部３階）部分の施設の運転・

５Ｆ 　　　維持・管理

　　・光熱水費等、管理経費の支払

４Ｆ 　　・清掃・警備・機械等の運転・保守

３Ｆ 　その他附帯業務

　ふれあい健康増進センター 　① 管理組合の了承に基づき、住宅等を含む建物全体の

２Ｆ 　　（温水プール・健康増進ルーム） 　　　保守・管理及び管理組合事務業務を別途契約

　　※指定管理

　　ふれあいプラザ 　※　特記：障がい者ふれあいプラザの運営は

１Ｆ 　　※市直営 　　　　　　　従来どおり市の直営で行う。

Ｂ１　 機械室

　　障がい者

喫茶店

高石市立ふれあいゾーン複合センター管理スキーム図



資料５ 

管理運営の基準 

 

 乙は、公の施設を管理する指定管理者としての責務を自覚し、指定施設の良好な維持・管理に

つとめるとともに、市民への平等なサービスに努める。 

 

乙の実施する管理運営の基準は、次のとおりとする。 

 

１ 開館時間及び休館日は、次のとおりとする。 

 （1）指定施設の開館時間 

   開館時間は、午前 9 時から午後 9 時までとする。ただし、甲が必要と認めるときは、変更

することができる。 

 （2）指定施設の休館日 

   ① ふれあい健康増進センターの休館日は、毎週月曜日、１月１日から同月３日まで、12

月 29 日から同月 31 日とする。ただし、甲が必要と認めるときは、変更することができ

る。 

   ② 障がい者ふれあいプラザの休館日は、毎週日曜日、祝日（日曜日と重なるときは、そ

の日後において最も近い祝日でない日）、１月２日から同月３日まで、12 月 29 日から

同月 31 日とする。 

 

２ 減免の基準 

   ① 乙は、減免申請がある場合、甲と協議の上、利用料金を減免するものとする。この場

合、甲は、乙が行う自主事業の管理運営計画等に支障が生じないように配慮する。 

   ② 減免の協議を行う団体は、市内小・中学校、市内福祉団体とする。 

 

３ 管理運営業務 

  管理運営業務は、乙から提出された提案書に基づき行うものとする。ただし、提案書と異な

る内容で実施しようとする場合は、甲乙協議し、合意した上で実施するものとする。 

 （1）指定施設における維持管理業務 

   ① 指定施設の設備等の維持管理・点検業務に関すること。 

   ② 指定施設の清掃業務、警備業務に関すること。 

   ③ 綾園ふれあいゾーン管理組合との連携、業務等の協力に関すること。 

   ④ 指定施設における防火管理体制に関すること。 

   ⑤ 甲が開設する避難所に関すること。 

   ⑥ 指定施設の維持管理に関すること。 

   ⑦ 指定施設の管理運営に係る経費の支払いに関すること。 



 （2）ふれあい健康増進センターにおける事業 

   ① 使用許可に関する業務 

   ② 市民の健康増進及び体力づくりに関する事業 

   ③ 市民の健康増進及び体力づくりのための助言、指導及び講習に関する事業 

   ④ 市民の保健福祉の向上に関する事業 

   ⑤ その他設置目的を達成するために必要な諸事業 

 (3) ふれあい健康増進センターの利用促進に関する業務 

   ① 温水プール、健康増進ルームの利用促進業務 

   ② 指定施設及び実施する自主事業に関する広報活動業務 

 (4) ふれあい健康増進センターにおける自主事業 

   ① 毎会計年度の事業計画により事業展開に努めること。 

   ② 設置目的の達成のため、魅力ある自主事業の企画立案及び実施に努めること。 

 



令和4年度事業報告書より抜粋

※臨時休館について
　空調設備工事（ボイラー入替）によるプール休館…令和4年8月9日～11日
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※光熱水費の内訳について
　電気　　…10,335,254円
　ガス　　…15,748,543円
　上下水道…12,650,817円



※当該実績報告書において、その他収入には受託事業収入分12,350,992円が含まれていますが、
　今回公募においては、受託事業に係る費用を計上しないでください。



令和5年度事業報告書より抜粋

※臨時休館について
　・改修工事のためプール休館…令和5年11月1日～令和6年3月31日
　・受電設備高官による停電のため休館…令和6年2月1日～2月3日

資料6-2







※光熱水費の内訳について
　電気　　…7,218,191円
　ガス　　…6,525,891円
　上下水道…7,932,857円



※当該実績報告書において、その他収入に受託事業収入分7,169,968円が含まれていますが、
　今回公募においては、受託事業に係る費用を計上しないでください。



令和6年度事業報告書より抜粋

※臨時休館について
　改修工事のためプール休館…令和6年11月1日～令和7年3月31日

資料6-3





※光熱水費の内訳について
　電気　　…7,752,325円
　ガス　　…7,479,340円
　上下水道…7,044,909円





※当該実績報告書において、その他収入には受託事業収入分6,446,112円が含まれていますが、
　今回公募においては、受託事業に係る費用を計上しないでください。



資料７ 

○高石市立ふれあいゾーン複合センター条例 

昭和61年12月18日 

条例第18号 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条の２） 

第２章 障がい者ふれあいプラザ（第６条―第16条） 

第３章 ふれあい健康増進センター（第17条―第22条） 

第４章 補則（第23条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、ふれあいゾーン複合センターの設置、管理及び運営に関し必要な事

項を定めることを目的とする。 

（名称及び位置） 

第２条 ふれあいゾーン複合センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

高石市立ふれあいゾーン複合センター 高石市綾園４丁目223番地の64 

（施設の設置） 

第３条 高石市立ふれあいゾーン複合センター（以下「複合センター」という。）に次の

施設を設置する。 

(1) 障がい者ふれあいプラザ 

(2) ふれあい健康増進センター 

（平22条７・一改） 

（管理） 

第４条 複合センターは、市長が管理する。 

（平22条７・一改） 

（職員） 

第５条 複合センターに館長その他必要な職員を置く。 

（指定管理者による管理） 

第５条の２ 市長は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により、

複合センターの管理（第７条各号に掲げる事業の計画及び実施を除く。）を指定管理者

に行わせるものとする。 

２ 前項の規定により指定管理者に行わせる業務は、次のとおりとする。 

(1) 複合センターの設備の維持及び管理 

(2) 第18条各号に掲げる事業の計画及び実施 

(3) その他市長が定める業務 

（平22条７・追加） 



第２章 障がい者ふれあいプラザ 

（平22条７・改称） 

（障がい者ふれあいプラザの設置目的） 

第６条 障害者の福祉の増進と社会参加の促進を図るとともに、市民相互のふれあいと交

流を促進するため、障がい者ふれあいプラザを設置する。 

（平22条７・一改） 

（事業） 

第７条 障がい者ふれあいプラザは、その目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 障害者の日中活動を支援する事業 

(2) 障害者関係福祉団体に対する便宜の供与 

(3) 障害者及び市民に対する啓発事業 

(4) 市民相互のふれあいと文化・教養を高める事業 

(5) 前各号に定める場合のほか、設置目的を達成するために必要な諸事業 

（平22条７・一改） 

（使用者の範囲） 

第８条 障がい者ふれあいプラザを使用することができる者は、市内に居住する障害者及

びその家族並びに障害者福祉の増進に協力するボランティアとする。ただし、前条第４

号で規定する事業で使用する場合のほか、市長が特に必要と認める者については、この

限りでない。 

（平22条７・一改） 

（使用の許可） 

第９条 障がい者ふれあいプラザを使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受け

なければならない。 

（平22条７・一改） 

（使用の制限） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しないものとする。 

(1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき。 

(2) 営利を目的として使用するおそれがあると認めるとき。 

(3) 建物、附属設備、器具等を汚損し、破損し、又は滅失するおそれがあると認めると

き。 

(4) 管理上支障があると認めるとき。 

(5) その他市長が適当でないと認めるとき。 

（平22条７・一改） 

（使用許可の取消し等） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を受けた者（以下

この章において「使用者」という。）に対して、その使用の許可を取り消し、又はその

使用を制限し、若しくは中止させることができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反し、又はこれらに基づく指示に従わない



とき。 

(2) 前条に規定する事由が発生したとき。 

(3) 災害その他緊急やむを得ない事由により市長が特に必要と認めたとき。 

(4) その他市長が特に必要と認めたとき。 

２ 市長は、前項第１号又は第２号の規定による使用許可の取消し等によつて使用者に損

害が生じても、その責を負わない。 

（平22条７・一改） 

（使用料） 

第１２条 障がい者ふれあいプラザの使用料は、次項に定める場合を除き、無料とする。 

２ 第７条第４号及び第５号に定める事業については、その使用者は、使用許可の際に別

表第１に定める使用料を納付しなければならない。 

３ 前項に規定する使用者が附属設備等を使用するときは、規則で定める使用料を納付し

なければならない。 

（平22条７・全改） 

（使用料の減免） 

第１２条の２ 市長は、特別の理由があると認めるときは、規則で定めるところにより使

用料を減額し、又は免除することができる。 

（平22条７・追加） 

（使用料の還付） 

第１２条の３ 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、市長が特に必要があると

認めるときは、規則で定めるところによりその全部又は一部を還付することができる。 

（平22条７・追加） 

（目的外使用及び使用権譲渡等の禁止） 

第１３条 使用者は、その使用許可に係る使用目的以外に使用し、又はその使用の権利を

譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（特別設備等の設置） 

第１４条 使用者は、障がい者ふれあいプラザに特別の設備又は装飾を設けようとすると

きは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（平22条７・一改） 

（原状回復の義務） 

第１５条 使用者は、使用を終了したとき、又は使用の許可の取消し等を命ぜられたとき

は、直ちに設備等を原状に回復しなければならない。 

（損害賠償） 

第１６条 使用者は、建物、附属設備、器具等を故意又は過失により汚損し、破損し、又

は滅失したときは、市長の指示するところに従い、これを原状に回復し、又はその損害

を賠償しなければならない。 

第３章 ふれあい健康増進センター 

（平22条７・全改） 



（ふれあい健康増進センターの設置目的） 

第１７条 市民の健康増進と福祉の向上に資するため、市民自らが取り組む健康づくり活

動の場を提供し、健康づくり・体力づくりの支援を行う施設として、ふれあい健康増進

センターを設置する。 

（平22条７・全改） 

（事業） 

第１８条 ふれあい健康増進センターは、その目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 市民の健康増進及び体力づくりに関する事業 

(2) 市民の健康増進及び体力づくりのための助言、指導及び講習に関する事業 

(3) 市民の保健福祉の向上に関する事業 

(4) その他設置目的を達成するために必要な諸事業 

（平22条７・全改） 

（使用の許可） 

第１９条 ふれあい健康増進センターを使用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の

許可を受けなければならない。 

（平22条７・全改） 

（利用料金） 

第２０条 前条の許可を受けた者（以下この章において「使用者」という。）は、使用許

可の際にふれあい健康増進センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を

納付しなければならない。ただし、所定の使用時間を超えて使用した場合は、その使用

後、当該超過した時間に係る分の利用料金を納付しなければならない。 

２ 利用料金は、別表第２に掲げる額を超えない範囲において、あらかじめ市長の承認を

得て指定管理者が定めるものとする。 

（平22条７・全改） 

（利用料金の収受） 

第２１条 市長は、地方自治法第244条の２第８項の規定に基づき、利用料金を指定管理者

の収入として収受させることができる。 

（平22条７・全改） 

（障がい者ふれあいプラザの規定の準用） 

第２２条 第10条、第11条及び第12条の２から第16条までの規定は、ふれあい健康増進セ

ンターについて準用する。この場合において、これらの規定中「障がい者ふれあいプラ

ザ」とあるのは「ふれあい健康増進センター」と、「市長」とあるのは「指定管理者」

と、「使用料」とあるのは「利用料金」と読み替えるものとする。 

（平22条７・全改） 

第４章 補則 

（平22条７・旧５章繰上） 

（委任） 

第２３条 この条例に定めるもののほか、複合センターの管理及び運営について必要な事



項は、市長が別に定める。 

（平22条７・旧30条一改・繰上） 

附 則 

この条例の施行期日は、別に規則で定める。 

（昭和62年規則第１号で昭和62年４月１日から施行） 

附 則（平成３年12月12日条例第18号） 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月24日条例第７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成22年規則第19号で平成22年９月１日から施行） 

（準備行為） 

２ 障がい者ふれあいプラザ及びふれあい健康増進センターの使用申込み受付その他この

条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができ

る。 

附 則（令和元年12月19日条例第22号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の別表第２に掲げる利用料金の額に基

づいて発行された回数カードは、この条例による改正後の別表第２に掲げる利用料金の

額に基づいて発行された回数カードとみなす。 

別表第１（第12条関係） 

（平22条７・全改） 

障がい者ふれあいプラザ使用料金表 

使用区分 午前９時～午後

１時 

午後１時～午後

６時 

午後６時～午後

９時 

午前９時～午後

９時 

作業指導室 2,700円 3,400円 3,600円 9,000円

小会議室 900円 1,200円 1,500円 3,000円

音楽室 2,100円 2,600円 3,000円 7,500円

料理実習室 2,700円 3,400円 3,600円 9,000円

実習室 2,100円 2,600円 3,000円 7,500円

備考 

１ 使用者の住所（法人又は事業所にあつては、所在地）が本市外であるときは、当

該使用料金にその５割に相当する額を加算して徴収する。 

２ 使用時間を繰り上げ、又は超過した場合の使用料金は、１時間単位で繰り上げ、

又は超過した時間の属する使用区分の当該使用料金の時間単位に換算した額に繰り



上げ、又は超過した時間数を乗じた額に相当する額を徴収する。この場合において、

１時間未満は、１時間とみなす。 

別表第２（第20条関係） 

（平３条18・平22条７・全改、令元条22・一改） 

ふれあい健康増進センター利用料金表 

温水プール 

区分 利用料金 

普通料金 個人 普通 大人（高校生以上） １人１回（２時間） 530円 

１人１回（１時間） 270円 

超過１時間までごと 270円 

小人（小・中学生） １人１回（２時間） 260円 

１人１回（１時間） 130円 

超過１時間までごと 130円 

回数カード 大人（高校生以上） １枚（２時間11回） 5,300円 

１枚（１時間11回） 2,700円 

小人（小・中学生） １枚（２時間11回） 2,600円 

１枚（１時間11回） 1,300円 

団体 30人以上 所定料金の１割引 

50人以上 所定料金の２割引 

100人以上 所定料金の３割引 

専用 １時間１コース 3,150円 

夏期料金 個人 普通 大人（高校生以上） １人１回（２時間） 320円 

１人１回（１時間） 160円 

超過１時間までごと 160円 

小人（小・中学生） １人１回（２時間） 150円 

１人１回（１時間） 80円 

超過１時間までごと 80円 

回数カード 大人（高校生以上） １枚（２時間11回） 3,200円 

１枚（１時間11回） 1,600円 

小人（小・中学生） １枚（２時間11回） 1,500円 

１枚（１時間11回） 800円 

団体 30人以上 所定料金の１割引 

50人以上 所定料金の２割引 

100人以上 所定料金の３割引 

専用 １時間１コース 2,100円 

備考 

１ この表中「夏期料金」とは、７月１日から８月31日までの期間の利用料金をいい、



「普通料金」とは、夏期料金の期間以外の期間の利用料金をいう。 

２ 指導者による健康増進のためのプログラムを受講する場合は、上記の利用料金に

加え、健康増進のために行う指導料金を加算することができる。 

健康増進ルーム 

区分 利用料金 

大人（高校生以上） １人１回 630円 

備考 

１ １回料金で、健康増進ルームのジム及びフィットネススタジオを共通利用できる

ものとする。 

２ 指導者による健康増進のためのプログラムを受講する場合は、上記の利用料金に

加え、健康増進のために行う指導料金を加算することができる。 

 



資料８ 

○高石市立ふれあいゾーン複合センター条例施行規則 

平成22年７月23日 

規則第20号 

高石市立ふれあいゾーン複合センター条例施行規則（昭和62年高石市規則第２号）の全

部を次のように改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 障がい者ふれあいプラザ（第８条―第20条） 

第３章 ふれあい健康増進センター（第21条―第31条） 

第４章 補則（第32条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、高石市立ふれあいゾーン複合センター条例（昭和61年高石市条例第

18号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（開館時間） 

第２条 高石市立ふれあいゾーン複合センター（以下「複合センター」という。）の開館

時間は、午前９時から午後９時までとする。ただし、市長が特に必要と認めるときは、

変更することができる。 

（休館日） 

第３条 複合センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要と認める

ときは、臨時に開館又は休館することができる。 

(1) １月１日から同月３日まで及び12月29日から同月31日まで 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する国民の祝日（以下「祝

日」という。）が日曜日と重なるとき その翌日 

（平23規６・一改） 

（職員） 

第４条 複合センターに館長を置く。 

２ 複合センターに主幹、主査、主任、主事、保健師、看護師、理学療法士その他の職を

置くことができる。 

（平28規13・一改） 

（職務） 

第５条 館長は、上司の命を受けて所管の事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。 

２ 主幹及び主査は、それぞれの上司の命を受けて担任事務を掌理する。 

３ 主任は、上司の命を受けて担任事務を処理する。 

４ 主事は、上司の命を受けて事務に従事する。 

５ 保健師、看護師及び理学療法士は、それぞれ上司の命を受けて業務に従事する。 



（平28規13・一改） 

（館長の専決事項） 

第６条 館長の専決事項は、次に掲げるとおりとする。ただし、特に重要な事項又は異例

若しくは疑義のある事項は、上司の決裁を受けなければならない。 

(1) 複合センターの総合管理に関すること。 

(2) 管理組合に関すること。 

(3) 障がい者ふれあいプラザにおいて実施する各種教室その他の事業の参加者募集及

び入退学に関すること。 

(4) 障がい者ふれあいプラザ（備品及び器具を含む。）の使用許可並びに使用料の徴収

及び還付に関すること。 

(5) 特別設備等の設置の承認に関すること。 

(6) その他複合センターの管理運営に関すること。 

（入館の制限） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者には、入館を拒否し、又は退館を命ず

ることができる。 

(1) 他人に危害を及ぼし、若しくは他人に迷惑となる物品又は動物の類を携帯する者 

(2) 管理上必要な指示に従わない者 

(3) その他管理上支障があると認める者 

第２章 障がい者ふれあいプラザ 

（開館時間） 

第８条 障がい者ふれあいプラザの開館時間は、午前９時から午後９時までとする。ただ

し、市長が必要と認めるときは、変更することができる。 

（休館日） 

第９条 障がい者ふれあいプラザの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必

要と認めるときは、臨時に開館又は休館することができる。 

(1) 日曜日 

(2) 祝日。ただし、祝日が日曜日と重なるときは、その日後においてその日に最も近い

祝日でない日 

(3) １月２日及び同月３日並びに12月29日から同月31日まで 

（平23規６・一改） 

（使用の申請） 

第１０条 条例第９条の規定により障がい者ふれあいプラザを使用しようとする者は、障

がい者ふれあいプラザ使用許可申請書（様式第１号）により市長に申請しなければなら

ない。 

２ 前項の申請は、使用期日の６月前から３日前まで受け付けるものとする。ただし、市

長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

（使用の許可） 

第１１条 市長は、前条の申請により使用を許可したときは、障がい者ふれあいプラザ使



用許可書兼使用料領収証（様式第２号）を交付する。この場合において、市長は、使用

の許可に際し、必要な条件を付することができる。 

（利用証） 

第１２条 障がい者ふれあいプラザを個人で使用する場合において、市長が適当と認める

ときは、前条の規定にかかわらず、障がい者ふれあいプラザ利用証（様式第３号。以下

「利用証」という。）の交付をもって同条の使用の許可にかえることができる。 

２ 利用証の有効期限は、３年以内で市長が定める日までとする。 

３ 利用証は、障がい者ふれあいプラザの使用とき、提示しなければならない。 

４ 利用証は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。 

５ 利用証の記載事項に変更が生じたときは、直ちにその旨を市長に届け出なければなら

ない。 

６ 利用証を紛失し、又は汚損したときは、直ちに市長に届け出て、再交付を受けなけれ

ばならない。 

（使用の変更等） 

第１３条 使用の許可を受けた者（以下この章において「使用者」という。）が許可され

た使用を変更しようとするときは、障がい者ふれあいプラザ使用変更申請書（様式第４

号）により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書を受け付けたときは、内容を審査し、適当と認めたときは、障

がい者ふれあいプラザ使用変更許可書兼使用料領収証（様式第５号）を交付する。 

（附属設備等の使用料） 

第１４条 条例第12条第３項の規定により使用料を納付しなければならない附属設備等及

び使用料金は、別表に定めるとおりとする。 

（使用料の減免） 

第１５条 条例第12条の２の規定により使用料を減額し、又は免除することができる場合

は、次のとおりとする。 

(1) 公共団体又は公共的団体が公用、公共用その他の公益上の目的のために使用すると

き。 

(2) その他市長が特に必要と認めるとき。 

２ 使用料の減額又は免除を受けようとする者は、障がい者ふれあいプラザ使用料減免申

請書（様式第６号）により市長に申請しなければならない。 

（使用料の還付） 

第１６条 条例第12条の３ただし書きの規定により使用料の還付をすることができる場合

は、使用者の責に帰すことのできない事由により使用できなくなったときに限るものと

する。 

２ 前項の還付を受けようとする者は、速やかに障がい者ふれあいプラザ使用料還付請求

書（様式第７号）により市長に請求しなければならない。 

（特別設備等の承認） 

第１７条 条例第14条の規定により特別の設備又は装飾（以下「特別設備等」という。）



の設置の承認を受けようとする者は、障がい者ふれあいプラザ特別設備等設置承認申請

書（様式第８号）により市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、特別設備等の設置の承認をしたときは、障がい者ふれあいプラザ特別設備等

設置承認書（様式第９号）を交付する。 

（使用者の遵守義務） 

第１８条 使用者は、条例に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を遵守しなければ

ならない。 

(1) 使用期間中その使用に係る施設、附属設備、器具等を善良な管理者の注意義務をも

って使用すること。 

(2) 使用の許可を受けた以外の施設、附属設備、器具等を使用しないこと。 

(3) 使用の許可に付された条件を厳守すること。 

(4) 許可なく火気を使用し、又は危険性を伴う物品を障がい者ふれあいプラザ内に持ち

込まないこと。 

(5) 騒音、放歌、暴力等他人に迷惑をかけないこと。 

(6) その他複合センターの職員の指示に従うこと。 

（破損等の届出） 

第１９条 使用者及び入館者は、建物、附属設備、器具等を汚損し、破損し、又は滅失し

たときは、直ちにその旨を市長に届け出なければならない。 

（使用後の点検） 

第２０条 使用者は、障がい者ふれあいプラザの使用を終了したときは、直ちに複合セン

ターの職員にその旨を告げ、点検を受けなければならない。 

第３章 ふれあい健康増進センター 

（開館時間） 

第２１条 ふれあい健康増進センターの開館時間は、午前９時から午後９時までとする。

ただし、条例第５条の２に規定する指定管理者（以下この章において「指定管理者」と

いう。）が特に必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て変更することができ

る。 

（休館日） 

第２２条 ふれあい健康増進センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理

者が特に必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て臨時に開館又は休館するこ

とができる。 

(1) 月曜日 

(2) １月１日から同月３日まで及び12月29日から同月31日まで 

（平23規６・一改） 

（使用の許可） 

第２３条 条例第19条の規定により使用の許可を受けようとする者は、条例第20条第２項

の規定により定められた利用料金を納付し、入場券の交付を受けるものとする。 

２ 前項の入場券の交付をもって、ふれあい健康増進センターの使用の許可とみなす。 



（団体使用及び専用使用） 

第２４条 団体使用（成人が引率する30人以上の集団で温水プールを使用することをいう。）

又は専用使用（成人が引率するおおむね10人以上の集団で温水プールの全部又は一部を

専有して使用することをいう。）をしようとする者は、温水プール使用許可申請書（様

式第10号）により指定管理者に申請しなければならない。 

２ 前項の申請は、使用期日の１月前から10日前まで受け付けするものとする。ただし、

指定管理者が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

３ 指定管理者は、前２項の申請により使用を許可したときは、温水プール使用許可書兼

使用料領収証（様式第11号。以下「使用許可書」という。）を交付する。この場合におい

て、指定管理者は、使用の許可に際し、必要な条件を付することができる。 

（入場券等の提示） 

第２５条 前２条の規定により、ふれあい健康増進センターの使用許可を受けた者（以下

この章において「使用者」という。）は、入退場時に入場券又は使用許可書の提示を求

められた場合は、これらを提示しなければならない。 

（優先使用） 

第２６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合において、優先使用の許可

を与えることができるものとする。 

(1) 公共団体又は公共的団体が公用、公用的その他の公益上の目的のため使用するとき。 

(2) その他指定管理者が特に必要と認めるとき。 

（使用の制限） 

第２７条 温水プールにおいて、条例第22条において準用する条例第10条第５号に規定す

る指定管理者が適当でないと認めるときは、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 小学生未満の幼児で保護者が同行しないとき。 

(2) 小・中学生の午後６時から午後９時までの使用において、成人が引率しないとき。 

(3) 酒気をおびていると認めるとき。 

(4) 伝染性の病気にかかっていると認めるとき。 

(5) 団体使用又は専用使用の場合の使用形態が次に掲げる形態であるとき。ただし、指

定管理者が特別な事由があると認めるときは、この限りでない。 

ア １日に２時間を超える使用の場合 

イ 連続して５日以上にわたる使用の場合 

ウ １月で９日を超える使用の場合 

(6) その他指定管理者が特に必要と認めるとき。 

（特別設備等の承認） 

第２８条 条例第22条において準用する条例第14条の規定により特別設備等の設置の承認

を受けようとする者は、ふれあい健康増進センター特別設備等設置承認申請書（様式第

12号）により指定管理者に申請しなければならない。 

２ 指定管理者は、特別設備等の設置の承認をしたときは、ふれあい健康増進センター特

別設備等設置承認書（様式第13号）を交付する。 



（利用料金の減免） 

第２９条 条例第22条において準用する条例第12条の２の規定により利用料金を減額し、

又は免除することができる場合は、次のとおりとする。 

(1) 公共団体又は公共的団体が公用、公共用その他の公益上の目的のために使用すると

き。 

(2) 次に掲げる者が使用するとき。 

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者

手帳の交付を受けている者 

イ 療育手帳（児童相談所、知的障害者更生相談所等判定機関において知的障害であ

ると判定された者に対して交付される手帳で、その者の障害の程度その他の事項の

記載があるものをいう。）の交付を受けている者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項

の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

エ 難病の患者に対する医療費等に関する法律（平成26年法律第50号）第７条第４項

又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第19条の３第７項の規定により医療受給者

証の交付を受けている者 

オ その他アからエまでに準ずる者であって、指定管理者が特に必要と認める者 

(3) その他指定管理者が特に必要と認めるとき。 

２ 前項第１号及び第３号の規定により利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、

ふれあい健康増進センター利用料金減免申請書（様式第14号）により指定管理者に申請

しなければならない。 

３ 第１項第２号の規定により利用料金の免除を受けようとする者は、入退場時に身体障

害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳又は医療受給者証（以下「手帳等」とい

う。）を提示しなければならない。この場合において、手帳等の提示をもって、ふれあ

い健康増進センターの使用の許可とみなす。 

（平31規３・一改） 

（利用料金の還付） 

第３０条 条例第22条において準用する条例第12条の３の規定により利用料金の還付をす

ることができる場合は、利用者の責に帰すことのできない事由により利用できなくなっ

たときに限るものとする。 

２ 前項の還付を受けようとする者は、速やかにふれあい健康増進センター利用料金還付

請求書（様式第15号）により指定管理者に請求しなければならない。 

３ 第23条の規定により入場券の交付を受けた場合は、前項の規定にかかわらず、ふれあ

い健康増進センター振替入場券（様式第16号）の交付をもって利用料金の還付にかえる

ことができる。 

（障がい者ふれあいプラザの規定の準用） 

第３１条 第18条及び第19条の規定は、ふれあい健康増進センターについて準用する。こ

の場合において、第18条第４号中「障がい者ふれあいプラザ」とあるのは、「ふれあい



健康増進センター」と読み替えるものとする。 

第４章 補則 

（委任） 

第３２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規則は、平成22年９月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月16日規則第６号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第13号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月22日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第14条関係） 

附属設備等使用料金表（基本料金） 

品名 単位 使用料 

（１回につき） 

付記 

ピアノ １台 1,000円  

調理台 １台 200円  

備考 

(１) 附属設備等の使用は、午前（午前９時から午後１時まで）、午後（午後１時か

ら午後６時まで）、夜間（午後６時から午後９時まで）の使用区分をもってそれぞ

れ１回とする。 

(２) 使用時間を繰り上げ、又は超過した場合の使用料金は、１時間単位で当該基本

料金の2.5割に相当する額を加算して徴収する。この場合において、１時間未満は、

１時間とみなす。 

(３) 器具等を持ち込んで使用する場合は、この表に定める基本料金の４割に相当す

る額を徴収する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

資料９ 

高石市競争入札指名停止要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が発注する建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、物品

購入、請負業務、委託業務、賃貸借等（以下「工事等」という。）の入札契約事務の適正

な執行及び契約の適正な履行を確保するため、有資格者（高石市契約規則（平成７年高

石市規則第３号）第６条に定める有資格者をいう。以下同じ。）の指名停止等の措置（以

下「停止措置」という。）について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

⑴ 役員等有資格者が個人の場合は本人、法人の場合は代表取締役その他の役員及び支

配人、営業所長又は支店長など契約締結権限を有する者（別表に定める措置要件（ 以

下「措置要件」という。）に該当する事実又は行為の発生時に役員等であった者を含む。） 

をいう。 

⑵ 使用人有資格者が使用する者のうち、役員等以外の全てのもの（措置要件に該当す

る事実又は行為の発生時に使用人であった者を含む。） をいう。この場合において、有

資格者との雇用契約の有無は問わない。 

（停止措置等） 

第３条 市長は、有資格者が措置要件のいずれかに該当すると認めるときは、高石市指名

業者選定委員会（高石市指名業者選定委員会規則（昭和 45 年高石市規則第 11 号）第１

条に定める指名業者選定委員会をいう。以下「指名業者選定委員会」という。）に諮って、

別表に定めるところにより期間を定め、当該有資格者について停止措置を講じるものと

する。 

２ 市長は、前項の規定により停止措置を講じたときは、指名競争入札において、現に停

止措置を受けている有資格者（ 以下「指名停止有資格者」という。）を指名しないもの

とする。 

３ 市長は、指名競争入札において、指名している有資格者に停止措置を講じたときは、

当該指名を取消すものとする。 

４ 市長は、一般競争入札を実施するときは、指名停止有資格者を当該一般競争入札に参

加させないものとする。 

５ 市長は、一般競争入札において、入札参加資格を認めた後に当該有資格者に停止措置

を講じたときは、当該入札参加資格を取消すものとする。 

６ 市長は、随意契約をするときは、指名停止有資格者を随意契約の相手方としないもの

とする。ただし、災害等における緊急の必要があるとき、特殊な技術を必要とするとき

又は市長がやむを得ない事由があると認めるときは、この限りでない。 

７ 指名停止期間の起算日は、指名業者選定委員会に諮った後、市長が措置要件に該当す

る事実を認定した日とする。 

（下請負人等及び共同企業体に関する停止措置） 



 

第４条 市長は、前条第１項の規定により停止措置を講じる場合において、当該停止措置

について責めを負うべき有資格者である下請負人又は再委託先（以下「下請負人等」と

いう。）があるときは、当該下請負人等について、指名業者選定委員会に諮って、元請負

人の指名停止期間の範囲内において停止措置を講じるものとする。 

２ 市長は、前条第１項の規定により共同企業体について停止措置を講じるときは、当該

共同企業体の有資格者である構成員（当該停止措置について明らかに責めを負わないと

認められる者を除く。）について、指名業者選定委員会に諮って、当該共同企業体の指名

停止期間の範囲内で停止措置を講じるものとする。 

３ 市長は、共同企業体の構成員である有資格者について停止措置を講じるときは、当該

共同企業体について、指名業者選定委員会に諮って、当該有資格者の指名停止期間の範

囲内で停止措置を講じるものとする。 

（指名停止期間の特例） 

第５条 有資格者が同一の事案により措置要件の２以上に該当するときは、当該措置要件

に該当する期間のうち最も長いものをもって指名停止期間とする。 

２ 指名停止有資格者が他の事案により新たに措置要件に該当することとなったときは、

新たに該当することとなった措置要件に該当する期間に既に措置されている指名停止期

間の残期間を加算するものとする。ただし、加算後の指名停止期間は、３年を超えるこ

とはできない。 

３ 指名停止期間終了後１年を経過するまでの間に同一の有資格者が他の事案により再度

措置要件に該当することとなった場合の指名停止期間は、当該措置要件に該当する期間

を 1.5 倍するものとする。ただし、1.5 倍後の指名停止期間は、３年を超えることはでき

ない。 

４ 措置要件について、有資格者に極めて悪質な事由があるとき又は極めて重大な結果を

生じさせたものであるときは、当該措置要件に該当する期間を２倍するものとする。た

だし、２倍後の指名停止期間は、３年を超えることはできない。 

５ 措置要件について、有資格者に情状酌量すべき事由があるときは、情状に応じて当該

措置要件に該当する期間を２分の１まで短縮することができる。ただし、短縮後の指名

停止期間は、１月を下回ることはできない。 

６ 市長は、別表第８項のいずれかに該当する指名停止有資格者について、次の各号のい

ずれかに該当するときは、別表第８項に定める期間を２分の１まで短縮することができ

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する事実が、指名停止期間の２分の１を経過後

に明らかになったときの指名停止期間は、当該事実が確認できた日までとする。 

⑴ 指名停止有資格者より、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第７条の４第１項から第３項までの規

定に基づく課徴金減免制度が適用された旨の申出を受け、その事実を確認したとき。 

⑵ 指名停止有資格者より、独占禁止法第７条の４第１項から第３項までの規定に基づ

く課徴金減免申請を行い、同法第７条の２に規定に基づく売上額（課徴金算定の基礎

となる売上額）が存在しない理由により同法第７条の２の規定に基づく課徴金納付命

令の対象とならなかった旨の申出を受け、その事実を確認したとき。 

⑶ 指名停止有資格者より、独占禁止法第７条の２第３項に基づき課徴金算定率が軽減



 

された旨の申出を受け、その事実を確認したとき。 

（指名停止期間の変更） 

第６条 市長は、指名停止有資格者について情状酌量すべき事由又は極めて悪質な事実が

判明したときは、指名業者選定委員会に諮って、当該指名停止有資格者の指名停止期間

の２分の１又は２倍の範囲内で指名停止期間を変更することができる。ただし、変更後

の指名停止期間は、１月を下回り、又は３年を超えることはできない。 

（停止措置の解除） 

第７条 市長は、指名停止有資格者が、当該停止措置の措置要件に該当することとなった

事案について責めを負わないことが明らかになったときは、指名業者選定委員会に諮っ

て、速やかに当該停止措置を解除するものとする。 

（指名停止期間の継続） 

第８条 指名停止有資格者が、その資格を取り下げ、若しくは取り消され、又は参加資格

有効期間が満了した場合においても、指名停止期間は継続するものとする。なお、指名

停止期間中に、改めて有資格者となった場合においても同様とする。 

（通知） 

第９条 市長は、第３条第１項の規定により停止措置を講じたとき、第６条の規定により

指名停止期間を変更したとき又は第７条の規定により停止措置を解除したときは、遅滞

なく当該有資格者にその旨を通知するものとする。ただし、市長が有資格者に通知する

必要がないと認める相当の理由があるときは、この限りでない。 

（下請負人等の制限） 

第１０条 市長は、契約を締結した有資格者から下請負又は再委託の承認請求があった場

合において、下請負又は再委託しようとする下請負人等が指名停止有資格者であるとき

は、下請負又は再委託の承認をしないものとする。ただし、災害等における緊急の必要

があるとき、特殊な技術を必要とするとき又は市長がやむを得ない事由があると認める

ときは、この限りでない。 

（停止措置の承継） 

第１１条 指名停止有資格者から合併等により指名停止有資格者の営業を実質的に承継し

たと認められる有資格者は、当該指名停止有資格者の停止措置を承継するものとする。 

（警告又は注意喚起） 

第１２条 市長は、この要綱の目的を達成するために必要があると認めるときは、指名業

者選定委員会に諮って、有資格者に対して口頭又は文書による警告又は注意喚起を行う

ことができる。 

（指名回避等） 

第１３条 市長は、有資格者が措置要件のいずれかに該当するおそれがあると認めるとき

は、第３条第１項の規定により停止措置を講じるまでの間、当該有資格者に対する指名

回避又は入札参加の取消し（以下「指名回避等」という。）を行うことができる。 

２ 市長は、有資格者が不渡手形を発行するなど経営不振に陥ったときは、経営が再建さ

れたと認められる日まで指名回避等を行うものとする。 

３ 前２項の規定による指名回避等は、当該指名回避等の事由となった事実を市長が確認

した日から起算するものとする。 



 

４ 市長は、第１項の規定により指名回避等を行った有資格者が、措置要件に該当しない

ことが明らかになったと認めるとき、又は第２項の規定により指名回避等を行った有資

格者の経営が再建されたと認められるときは、当該指名回避等を解除するものとする。 

５ 第３条第２項から第６項まで、第４条、第９条、第 10 条、第 11 条並びに第 12 条の規

定は、第１項及び第２項の規定により指名回避等を行う場合について準用する。 

（委任） 

第１４条この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正前の高石市競争入札指名停止要綱の規定によってした指名停止措

置は、この要綱による改正後の高石市競争入札指名停止要綱の規定によってした停止措

置とみなす。 

 

別表 

措置要件 期間 

（虚偽記載） 

１ 本市発注工事等の契約に関して、次の各号に掲げる書類に虚偽の記

載をし、契約の相手方として不適当であると認められるとき。 

⑴ 入札参加資格審査申請書及びその添付書類 

⑵ 一般競争入札等における参加申請書及びその添付書類 

⑶ 前各号に掲げるもののほか、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）

第 24 条の７第１項に規定する施工体制台帳その他の提出書類 

 

６月 

（粗雑工事等） 

２ 本市発注工事等について、有資格者が故意又は過失により粗雑な工

事の施工、粗雑な業務の実施、粗雑な物品の納品等をし、又は品質、

数量等について不正の行為をしたと認められるとき。ただし、契約不

適合が軽過失に起因し、かつ、契約不適合の程度が軽微なときはこの

限りでない。 

 

３月 

（契約違反等） 

３ 有資格者が、本市発注工事等の契約の履行にあたり、次の各号のい

ずれかに該当するとき。 

⑴ 有資格者の責により、契約の履行遅滞による違約金の請求がなさ

れた場合 

ア 遅滞日数が 30 日以内のとき。 

イ 遅滞日数が 30 日を超えるとき。 

⑵ 有資格者の責により、契約の解除がなされた場合 

⑶ 完成保証人に対する履行請求、又は損害保険会社等に保険金の請

 

 

 

 

 

１月 

２月 

１年 

１年 



 

求等がなされた場合 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、契約に違反し、契約の相手方として

不適当であると認められた場合 

 

２月 

（安全管理措置） 

４ 有資格者が、本市発注工事等の契約の履行にあたり、安全管理の措

置が不適切であったため、次の各号のいずれかに該当することとなっ

たとき。 

⑴ 公衆に次の被害又は損害を与えた場合 

ア 負傷者の発生又は建物等の損傷 

イ 死亡者の発生 

⑵ 工事関係者及び業務関係者に次の被害を与えた場合 

ア 負傷者の発生 

イ 死亡者の発生 

５ 有資格者が、大阪府内における一般工事等の契約の履行にあたり、

安全管理の措置が不適切であったため、重大な事故を生じさせ、又は

重大な損害を与えたとき。 

 

 

 

 

 

３月 

６月 

 

１月 

２月 

１月～３月 

（贈賄行為） 

６ 役員等又は使用人が、次の各号のいずれかの者に対して行った刑法

（明治 40 年法律第 45 号）第 198 条の規定による贈賄の容疑により

逮捕され、送検され、又は起訴されたとき。 

⑴ 本市職員 

ア 役員等 

イ 使用人 

⑵ 本市以外の公共機関の職員 

ア 役員等 

イ 使用人 

 

 

 

 

 

３年 

２年 

 

１年 

６月 

（暴力行為等） 

７ 役員等又は使用人が、その業務に関し本市職員への暴力、脅迫、暴

言、侮辱、威圧的な言動その他取引相手方として不適当と認められる

言動を行ったとき。 

 

１年 

（独占禁止法違反行為） 

８ 有資格者、役員等又は使用人が、独占禁止法第３条又は第８条第１

号の規定に違反し、次の各号のいずれかに該当したとき。 

⑴ 公正取引委員会から告発を受け、逮捕され、又は起訴された場合 

ア 本市発注工事等 

イ 本市以外の公共機関発注の工事等 

ウ 公共機関以外発注の工事等 

⑵ 公正取引委員会から排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた

場合、又は違反行為の事実を公正取引委員会から公表された場合 

ア 本市発注工事等 

 

 

 

 

３年 

１年 

１年 

 

 

18 月 



 

イ 本市以外の公共機関発注の工事等 

ウ 公共機関以外発注の工事等 

６月 

６月 

（建設業法違反） 

９ 有資格者、役員等又は使用人が、次の各号のいずれかに該当したと

き。 

⑴ 建設業法に違反し、逮捕され、送検され、又は起訴された場合 

ア 本市発注工事等 

イ 本市発注工事等以外 

(ｱ) 府内発注工事等（本市発注工事等を除く。） 

(ｲ) 府外発注工事等 

⑵ 経営規模等評価申請書、総合評定値請求書又はそれらの添付書類

についての虚偽記載により、次のア又はイの処分を受けた場合 

ア 建設業法第 28 条第１項に基づく指示処分 

イ 建設業法第 28 条第３項に基づく営業停止処分 

⑶ 建設業法に違反し、次のア又はイの処分を受けた場合（前号の場

合を除く。） 又は公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律（平成 12 年法律第 127 号）第 15 条の規定に違反し、アの処分

を受けた場合 

ア 建設業法第 28 条第１項に基づく指示処分 

(ｱ) 本市発注工事等 

(ｲ) 府内発注工事等（本市発注工事等を除く。） 

(ｳ) 府外発注工事等 

イ 建設業法第 28 条第３項又は第５項に基づく営業停止処分 

(ｱ) 本市発注工事等 

(ｲ) 府内発注工事等（本市発注工事等を除く。） 

(ｳ) 府外発注工事等 

⑷ 建設業法第 29 条に基づき、次のア又はイの許可取消処分を受け

た場合 

ア 同条第１項第５号又は第６号に基づく取消処分 

イ アの処分以外の取消処分 

 

 

 

 

１年 

 

６月 

３月 

 

 

３月 

６月 

 

 

 

 

 

２月 

２月 

１月 

 

６月 

３月 

２月 

 

 

６月 

３月 

（入札等） 

１０ 有資格者、役員等又は使用人が本市発注工事等の入札等の事務の

執行にあたり、次の各号のいずれかに該当するとき。 

⑴ 入札、契約等の事務の執行にあたり、威圧その他の行為により公

正かつ円滑な事務の執行を妨げた場合 

⑵ 落札（ 随意契約による業者決定を含む。） したにも関わらず、

契約を締結しなかった場合 

（他の業者の妨害） 

１１ 役員等又は使用人が、本市発注工事等に関し、入札参加希望者が

資格審査に応募すること、落札者が契約を締結すること又は契約者が

 

 

 

１年 

 

６月 

 

 

１年 



 

契約を履行することを妨げたとき。 

（公契約関係競売等妨害又は談合） 

１２ 役員等又は使用人が、次の各号のいずれかに該当する入札に関

し、刑法第 96 条の６第１項の規定による公契約関係競売等妨害又は

同条第２項の規定による談合の容疑により逮捕され、送検され、又は

起訴されたとき。 

⑴ 本市発注工事等 

ア 役員等 

イ 使用人 

⑵ 本市以外の公共機関発注工事等 

ア 役員等 

イ 使用人 

 

 

 

 

 

 

３年 

２年 

 

１年 

６月 

（その他の法令等違反） 

１３ 前各項に掲げる場合のほか、有資格者、役員等又は使用人が、次

の各号（ ただし、使用人は第３号を除く。）のいずれかに該当し、本

市発注工事等の契約の相手方として不適当であると認められるとき。 

⑴ 各種法令に違反し、監督官庁から処分を受け、又は法令に基づき

商号等を公表された場合 

⑵ 業務に関し、各種法令に違反し、禁錮以上の刑にあたる犯罪の容

疑により逮捕され、送検され、又は起訴された場合 

⑶ 前各号に掲げる場合のほか、禁錮以上の刑にあたる犯罪の容疑に

より起訴され、又は禁錮以上の刑若しくは刑法の規定による罰金刑

を宣告され、契約の相手方として不適当であると認められる場合 

 

 

 

 

１月～３月 

 

１月～１年 

 

１月～３月 

 

 

（監督、検査等妨害） 

１４ 有資格者、役員等又は使用人が、本市発注工事等について、本市

職員（本市の委託を受けて監督、検査等を行う者を含む。）が行う監

督、検査等を妨害し又は指示に従わず、公正かつ円滑な職務の遂行を

妨害したとき。 

 

１年 

（提出および報告義務違反） 

１５ 有資格者、役員等又は使用人が、高石市暴力団排除条例（平成 24 

年条例第 20 号）の規定に従わないとき。 

⑴ 同条例第８ 条第２ 項の規定に基づく誓約書を提出しなかった

場合 

⑵ 同条例第９ 条第２ 項の規定に基づく報告を本市にしなかった

場合 

 

 

 

３月 

 

２月 

（経営不振） 

１６ 有資格者が、金融機関から取引停止を受けるなど、経営不振の状

態にあり、本市発注工事等の契約の相手方として不適当であると認め

られるとき。 

 

経営が改善さ

れたと認めら

れるまで。た

だし、上限は



 

２年。 

（不正又は不誠実な行為） 

１７ 前各項に掲げる場合のほか、有資格者、役員等又は使用人が、業

務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であ

ると認められるとき。 

 

１月～２年 

 



 

資料 10 

高石市契約に係る暴力団体排除措置要綱 

平成 24 年９月１日 

告示第 85 号 

（目的） 

第１条 この要綱は、高石市暴力団排除条例（平成 24 年高石市条例第 20 号。以下「条例」

という。）第７条から第９条までの規定に基づき、高石市が締結する公共工事等及び売払

い等の契約から暴力団員及び暴力団密接関係者を排除するための措置等に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、条例及び高石市暴力団排除条例施行規則（平

成 24 年高石市規則第 37 号。以下「規則」という。）において使用する用語の例による。 

（入札等除外措置） 

第３条 市長は、有資格者（高石市契約規則（平成７年高石市規則第３号）第６条に規定

する有資格者をいう。以下同じ。）が別表に揚げる措置要件のいずれかに該当すると認め

るときは、第 16 条に規定する暴力団等対策委員会の審議を経て、同表に規定する期間、

当該有資格者を入札から除外し、又は契約の相手方から除外する措置（以下「入札等除

外措置」という。）を講じるものとする。 

２ 前項の規定は、条例第８条第１項第４号に規定する入札の参加の資格の登録を正当な

理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１年を経過しない者（以下「登

録取下げ者等」という。）及び入札等除外措置を受けた有資格者を構成員とする共同企業

体についても適用する。この場合において、別表中「有資格者」とあるのは「登録取下

げ者等」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により、入札等除外措置を受けている有資格者及び登録取下げ

者等（以下「入札等除外者」という。）から、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める期間が経過した後、入札等除外措置の解除等の申出があった場合において、

当該入札等除外者が別表に掲げる措置要件のいずれにも該当しないと認めるときは、第

16 条に規定する暴力団等対策委員会の審議を経て、当該入札等除外措置を解除するもの

とする。 

(1) 別表第１号の措置要件に該当する場合 入札等除外措置を行った日から２年 

(2) 別表第２号から第５号までの措置要件に該当する場合 入札等除外措置を行った日

から１年 

４ 前項の場合において、市長は、当該申出に係る入札等除外者が別表に掲げるいずれの

措置要件にも該当する事実がないことを証明する書面等の提出を当該入札等除外者に対

して求めることができる。 

５ 市長は、第１項及び第２項の規定により入札等除外措置を行ったときは、その事実が

別表各号に掲げる措置要件に該当する場合に応じ、それぞれに定める期間、当該措置を

受けた者の商号又は名称、代表者の氏名、所在地、入札等除外措置の内容その他必要な

事項を公表するものとする。 

（注意喚起） 



 

第４条 市長は、この要綱の趣旨に照らし必要があると認めるときは、第 16 条に規定する

暴力団等対策委員会の審議を経て、有資格者及び登録取下げ者等に対し、必要な措置を

とるべきことを注意喚起するものとする。 

（有資格者の審査における排除） 

第５条 市長は、有資格者の審査に際し、入札等除外措置を受けている者の資格を認めて

はならない。 

（一般競争入札からの排除） 

第６条 市長は、条例第８条第１項第１号の規定に基づき、公共工事等及び売払い等の一

般競争入札を行うに当たり、入札等除外者の入札参加資格を認めてはならない。 

２ 市長は、公共工事等及び売払い等の一般競争入札を行うに際し、入札参加を認めた者

が当該入札に係る契約の締結までの間に入札等除外措置を受けたときは、当該入札の参

加資格を取り消し、契約の締結を行わないものとする。 

３ 市長は、前項の規定により当該入札の参加資格を取り消し、契約の締結を行わなかっ

たときは、当該入札等除外者に通知するものとする。 

４ 前３項の規定は、せり売りを行う場合について準用する。 

（指名競争入札からの排除） 

第７条 市長は、公共工事等及び売払い等の指名競争入札を行うに当たり、入札等除外者

を指名してはならない。 

２ 市長は、公共工事等及び売払い等の指名競争入札を行うに際し、指名を受けた者が当該

入札に係る契約の締結までの間に入札等除外措置を受けたときは、指名を取り消し、又

は契約の締結を行わないものとする。 

３ 市長は、前項の規定により指名を取り消し、契約の締結を行わなかったときは、当該入

札等除外者に通知するものとする。 

（随意契約からの排除） 

第８条 市長は、次に掲げる者を随意契約の相手方としてはならない。ただし、暴力団員

及び暴力団密接関係者に該当すると認められる者の所有する土地等を買収する必要があ

る場合その他の当該契約の性質又は目的により暴力団員等に該当すると認められる者を

随意契約の相手方とすべきやむ得ない事情があると市長が認める場合は、この限りでな

い。 

(1)入札等除外者 

(2)入札参加資格の有無にかかわらず、大阪府高石警察署又は大阪府警察本部から暴力団

員及び暴力団密接関係者に該当する旨の通報等を受けた当該通報にかかる事業者 

（下請負等からの排除及び下請契約の解除等） 

第９条 市長は、条例第７条の規定に基づき、公共工事等の契約の相手方（以下「契約相

手方」という。）が前条各号に掲げる者を下請負人等とすることを許してはならない。 

２ 市長は、公共工事等において前条各号に掲げる者を下請負人等としていると認めると

きは、当該契約相手方に対して、当該下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が

当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、契約相手方との当該公共工

事等の契約を解除するものとする。 

３ 第６条から前条までの規定は、入札等除外者を構成員とする共同企業体についても適



 

用する。 

（契約の解除） 

第１０条 市長は、条例第８条第１項第６号又は第７号の規定に基づく契約解除ができる

よう、公共工事等及び売払い等の契約締結に当たって、当該契約書に暴力団の排除に関

する条項を盛り込むとともに、当該契約の相手方に対し、下請負人等との契約締結に当

たって暴力団の排除に関する条項を盛り込むように指導するものとする。 

（誓約書の徴収等） 

第１１条 市長は、契約相手方及び下請負人等に対し、条例第８条第２項の規定により、

当該契約相手方及びその下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者でないことを表明

した誓約書をそれぞれから徴収し、市に提出するよう求めるものとする。 

２ 市長は、前項に規定する誓約書を提出した契約相手方又はその下請負人等が暴力団員

又は暴力団密接関係者であると認めるとき（第３条の規定により入札等除外措置を行う

場合は除く。）は、第 16 条に規定する暴力団等対策委員会の審議を経て、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める期間、当該誓約書違反者の商号又は名称、代

表者の氏名、所在地、違反の内容その他必要な事項を公表するものとする。 

(1) 暴力団員又は規則第３条第５号アからエまでに規定する者（以下別表において「役員

等」という。）のうち暴力団員のある事業者に該当すると認められる場合 当該認定をし

た日から２年 

(2) 規則第３条第１号から第６号までに掲げる者（前号に該当する事業者を除く。）に該

当すると認められる場合 当該認定をした日から１年 

３ 市長は、契約相手方が第１項に規定する誓約書を提出しないときは、その契約相手方と

契約を締結しないよう取り扱うものとする。また、当該誓約書を提出しなかった入札参

加者に対し、高石市指名停止措置要綱（平成 23 年３月 14 日決裁）に基づき入札参加停

止等の措置を行うものとする。 

（協力要請） 

第１２条 市長は、第３条の規定により入札等除外措置を行ったときは、高石市の公の施

設の管理運営を委託している指定管理者、高石市の出資法人に対して、同様の措置を行

うように求めるものとする。 

（不当介入に対する措置） 

第１３条 市長は、契約相手方又は下請負人等から条例第９条第２項の規定による報告を

受けた場合は、契約相手方又は下請負人等に対し、不当介入を受けた旨の警察への届出

を指導するものとする。 

２ 市長は、契約相手方又は下請負人等が不当介入を受け、公共工事等及び売払い等の履

行遅延等が発生する恐れがあると認められるときは、必要に応じて、工程の調整、履行

期限の延長等の措置を講じるものとする。 

（関係機関との連携） 

第１４条 市長は、この要綱の運用に当たっては、警察等関係機関との密接な連携のもと

行うものとする。 

（入札等除外措置の通知） 

第１５条 市長は、第３条第１項若しくは第２項の規定による入札等除外措置、同条第３



 

項の規定による入札等除外措置の解除、第４条の規定による注意喚起措置又は第 11 条第

２項の規定による公表を決定したときは、遅滞なく、当該措置等又は公表の対象者に通

知するものとする。 

（委員会の設置） 

第１６条 市長は、高石市契約に係る暴力団等対策委員会（以下「委員会」という。）を設

置する。 

２ 委員会は、次の各号に揚げる事項に関する審議を行う。 

(1) 第３条に規定する入札等除外措置及び入札等除外措置の解除 

(2) 第４条に規定する注意喚起 

(3) 第 11 条第２項に規定する公表 

３ 委員会の委員は、次の各号に定める職にある者をもって充てる。 

(1) 副市長 

(2) 政策推進部長 

(3) 総務部長 

(4) 保健福祉部長 

(5) 土木部長 

(6) 教育部長 

４ 委員会に委員長を置き、副市長をもってこれに充てる。 

５ 委員長に事故があるとき又は欠けたときは、総務部長がその職務を代理する。 

６ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

７ 委員会の庶務は、総務部契約検査課において行う。 

８ この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が定める。 

（会議） 

第１７条 会議は、委員長が招集し、委員長はその議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、警察捜査機関の出席を求め意見を聴くことが

できる。 

（報告） 

第１８条 委員長は、委員会の審議結果を市長に報告するものとする。 

（補則） 

第１９条 この要綱に定めのない事項については、委員会の審議を経て、市長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 24 年９月１日から施行する。 

２ 高石市暴力団等対策措置要綱（平成６年６月 10 日決裁）は廃止する。 

３ この要綱の施行の日前に高石市暴力団等対策措置要綱による入札等除外措置を受けて

いる有資格者は、この要綱による入札等除外者とみなす。 

  



 

別表（第３条関係） 

措置要件 期間 

１ 有資格者又はその役員等が、暴力団員で

あると認められるとき。 

当該認定をした日から２年を経過し、か

つ、改善されたと認められるまで 

２ 有資格者又はその役員等が、自己、自社

若しくは第三者の不正の利益を図る目的

又は第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団又は暴力団員を利用するなどして

いると認められるとき。 

当該認定をした日から１年を経過し、か

つ、改善されたと認められるまで 

３ 有資格者又はその役員等が、いかなる名

義をもってするかを問わず、暴力団又は暴

力団員に対して不当に金銭、物品その他の

財産上の利益又は役務の供与をしたと認

められるとき。 

４ 有資格者又はその役員等が、暴力団又は

暴力団員と飲食や旅行を共にするなど、社

会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

５ 有資格者又はその役員等が、下請契約、

資材、原材料の購入契約又はその他の契約

に当たり、その相手方の入札参加資格の有

無にかかわらず、前各号の規定に該当する

者であると知りながら、当該契約を締結し

たと認められるとき。 

 


